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原発ゼロへ　憲法をいかした復興を
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ひろげよう　女性の力　すすめよう　女性の参画

全労連女性部2013年国民春闘討論集会
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　12月9日、都内・医療労働会館において、全労連女性部2013年春闘討論集会を開催し、春闘方針を議論、同日開催した第24回女性部委員会で、満場一致で春闘方針を採択しました。
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　13単産31人、20地方22人、役員など含め69人が参加。22人が発言しました。全労連大黒議長からあいさつを受けました。
小畑雅子女性部長あいさつ
選挙で問われているのは、憲法を生かし、国民のいのちとくらしを守る政治への転換です。消費税増税を許すな、すべての労働者の賃上げ、雇用の確保こそ景気回復の道、即時原発ゼロの実現を、オスプレイの配備を許さない、ＴＰＰ参加反対、こうした声が日々高まっています。維新の会は「労働市場の流動化」のための「解雇規制の緩和」「最低賃金制の廃止」を打ち出しました。公約発表後、各方面からの大きな批判を受け、「市場メカニズムを重視した最低賃金制度の改革」などと修正しましたが、市場メカニズムに任せてしまっては、最低賃金制度そのものの意味がなくなってしまいます。雇用の原則を壊し日本社会を崩壊させる政策は、断じて許すことはできません。

　7月6日に発表された国家戦略会議フロンティア分科会報告は「定年制を廃止し、有期の雇用契約を通じた労働移転の円滑化をはかる」などと述べています。雇用の安定と人間らしい働き方を求める働くものの願いを踏みにじり、不安定な有期雇用で、生涯働かせようとするものであり、こちらも許せるものではありません。
10月15日から厚生労働省　労働政策審議会雇用均等分科会において、男女雇用均等法の見直しに向けた論議が始まりました。全労連女性部は、均等法の実効ある改正に向けて、２つの調査に取り組んできました。調査で明らかになったような女性が働き続ける上で障害になっていることを取り除いていくための法改正が強く求められています。

総選挙では、憲法９条が大きな争点となってきました。憲法９条をかえて国防軍を書き込む、集団的自衛権を認める、こうしたことが政党の公約に書かれています。こんな勢力の拡大を許してはなりません。一人ひとりが政治に参加していきましょう。
方針提案（春闘の重点行動を中心に）
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１月～２月に職場・地域単位での「仕事と生活の両立支援」をテーマにすべての労働者（非正規・未組織含む）を対象とした懇談会・学習会を展開し､職場や地域のチェック活動と要求討議を強めます。特に、女性部の実態調査からは、職場の状況が厳しくなる中、法律に定められた制度が使えない、法律の権利を知らない人が増えています。すべての労働者に声をかけて、要求を出し合い、組合未加入の人には「組合に入って要求を実現しよう」をよびかけましょう。
女性の要求を春闘に反映させましょう。各組織での春闘討論集会や機関会議での要求討議・意思統一をはかり、女性労働者の要求を反映させましょう。また、地方女性組織として独自要求での各地方の雇用均等室・経営者団体などに対して申し入れ、要求行動を強めます。
要求実現のためには、世論をひろげることが求められます。女性部春闘チラシを活用し（1月10日発送予定）、街頭宣伝行動を行いましょう。
法改正のたたかいも重要です。パート労働法のよりよい改正を求めて、学習・署名にとりくみましょう。パート労働法の国会請願署名を年明けからとりくみます。また、男女雇用機会均等法の見直しの議論が厚生労働省労働正確審議会雇用均等分科会で始まりました。雇用管理区分や転勤などを踏み絵にした女性差別が温存されています。また、女性労働者の半数以上が非正規雇用に置き換えられるなか、賃金格差は依然改まっていません。間接差別の限定列挙をやめさせる、ポジティブ・アクションの義務化など実効ある改正が求められています。しかし、雇用均等分科会の議論の中で、使用者側委員は「前回の改正点の周知徹底が不十分なだけで、改正の必要はない」として、改正に向けての議論を早々に幕引きさせたい姿勢です。2013年春闘では、改正を求める世論を大きく広げるとりくみが求められます。
全労連女性部として、全労連の提起する2月8日の中央行動を「全労連女性部菜の花春闘行動」として位置づけとりくみます。今から、休暇の準備も進めながら行動参加をひろげてください。確定した春闘方針・アピールを添付します。また、各組織に2冊づつ全労連定期発送でお送りします。

討論から
埼労連：11月23日はたらく女性の埼玉集会212人参加で成功。土建主婦の会が、若い世代に参加を呼び掛けて、参加層が若くなった。原発ゼロカンバッチ1万1千個普及した。100円カンパも募り、原発ゼロ宣伝チラシを5万枚作成し配布。埼労連女性部「春をよぶつどい」を2月24日ひらき、女性の体のしくみ・権利について学ぶ予定。自分の職場での秋闘で、非常勤の一時金について勝ち取れなかった反省から、春闘では非正規労働者の権利を勝ち取りたい。秋闘のパート要求中心の交渉でも、正規、非正[image: image4.png]


規関係なく90人が集まったことに確信をもった。

広島県労連：定期大会を開催した。役員のなり手がいない。定年後も嘱託などで残っている人間が引き続き役員をすることとなった。11月に労働局と懇談を持った。懇談の中で、自分たちの気がつかない知らない問題も知ることができて有意義だった。懇談の中で労働局の労働者も正規7人に対し非正規の職員が16人となっていることを知った。12月16日に学習会、2月24日にはたらく女性の広島県集会を行う。
自治労連：1月26.27日に女性部の春闘学習交流集会を開催する。ディーセントワーク、賃上げこそ景気回復をテーマにＩＬＯ基準を学ぼうと筒井晴彦さんを講師に招く。ディ―セントワーク実現のためにも、今ある制度を知って使うことが必要。自治労連として、各地域ブロックで春闘交流集会を開き、パンフレットを使って学習を進める。また、女性が働き続けるためには労働時間規制が必要。定時で帰って暮らせる賃金が必要だ。均等法の改正では、間接差別をなくすこと、第三者機関をつくり差別を監視することが必要。いま、国の施策として細かい職務評価をおこなって賃金格差をもたらそうとしている。何が差別か知らされていないなか、差別の実態を伝えて法改正につなげることが求められている。
国公労連：女性協総会を9月に行った。討論の中で、定員削減によって、超過勤務100時間を超える人も出てきている。10～11月母性保護月間ではポテッカーで宣伝している。ビラまき弾圧事件で、判決は課長補佐以下はチラシをいくら配ってもいいとなった。大阪の政治活動の締め付けが違憲ということが示されたのではないか。賃下げ違憲訴訟の要請で、大学・高専や民間労組を訪問すると、いろいろなところで、賃下げが行われようとしていることを知った。公務の現場でも非正規に置き換えられている。労働局・法務局の増員署名に協力を。
国公労連：国家公務の職場にも非正規労働者がたくさんはたらいている。日々雇用で働かされていたが、22年10月から1年間の有期で、更新原則2回までと期間業務職員制度となった。部局によっては全員雇用継続なしといわれていることも判明し、組合で学習し、秋の人事院交渉でも要求した。制度の学習会も行いランチ学習会に50人が参加した。「欠勤1日で成績不良」といわれた「はたらかせてもらっているだけでいいと思っていた。組合を知って要求してもいいんだと思った」との声があった。
建交労：女性部定期大会は年1度各組織のとりくみの交流の場となっている。今年は11月3日に行い、新潟では女性部をつくりたい、愛知保育パートではストライキを行った確信、京都女性部の仲間づくり、東[image: image5.png])EZZ'I&“B




京の憲法カフェのとりくみなど報告された。集まればいくらでも話は尽きない。しかし、女性が役員となるのは難しく、春闘討論集会の女性参加は少なかった。青年部と協力して母性保護の学習などのとりくみを進める。

徳島労連：過労死裁判を闘っている。13年前35歳男性の自死事件。当時、徳島から東京への出向命令を受け、妻が仕事に就いたばかりで、一家で東京への赴任ができないために、単身赴任か、やめて違う仕事を探すか迫られた彼は単身赴任を選択し、東京に赴任したが、無理な納期を迫られ、短期間にうつ病を発症、「会社の残業時間が多すぎる」と遺書を残して自ら命を絶った。会社に謝罪を求めてたたかっている。男女ともに人間らしく働ける社会を実現させたい。

医労連：10月13.14日と女性代表者会議を行い、被災地支援、母性保護・育児介護休業など知って知らせる運動を強めること、夜勤改善、増員などのとりくみを行うことを申し合わせた。2年に1回行う女性の交流会「サンバ・イン・オータム」を福島おこない、過去最高の参加者で成功した。効果のない除染の問題、残留放射能検査を不眠不休で頑張っていること、仮設住宅の状況などが報告された。この間とりくんできたカンパは30万円を超え、福島県医労連に渡した。
京都総評：はたらく女性の中央集会へ全国からたくさん参加していただいた。お礼をのべたい。1日目の憲法の分科会は予定を大きく超えた参加者だった。11年前に京都で開催した時は会場に入りきれない人が参加したが、今回は参加人数が減った。組織が減っていることが大きい。京教組では、育休の人を対象に「子育てママの会」を月1度開き、仕事のこと、子育てのことを先輩と交流する会を持っている。こうした中で組合に入る人も出ている。また、職場復帰後も大変な仕事のなかでも交流の中でつくった人間関係の中での声かけで、メンタル不全を防止することにもなっている。京都は菜の花行動として、要請行動にとりくむ。
全教：未組合員は今度の選挙は政党がたくさんありすぎて、わからないと言っている。要求実現のためにはどこを選択するのか考えるためにも、私たちの出番だ。全教女性部は10月6.7.8と女性教職員交流集会を東京で開催し、のべ、1550人が参加した。記念講演は映画監督の海南友子さん。いじめの問題は、いのちを守る問題。しかし、大きな原因は学力テストなどで無意味な競争に子どもたちを追いこんでいることにある。11月に文科省交渉を行い、放射能対策、育児のための短時間勤務の改善、パワハラ問題で交渉を行った。
全印総連：9月29.30日大会を開催23人と子どもが1人参加。発言では、労安があることが入札条件となっているなど公契約制度の改善が重要、月に１度のランチタイム学習会を開催し、生休についても取り上げたなどのとりくみが紹介された。共働きでも希望の保育園に入るのに２年かかったなどの話も出された。ＯＢも参加し、年金では生活できない実態も語られた。昨年菜の花行動で初めて国会議員要請を行った人からこうした行動をひろげたいとの発言もあった。
山口県労連：３月定期大会をおこなった。部長が決まらず、再任用の部長が引き続き部長となった。職場の状況は年々悪くなっている。解雇を含む労働争議の長門高校事件の判決は地裁で負け、控訴した。岸野先生の解雇理由を当初、生徒を丸刈りにしたことを問題にしていたが、丸刈りはすでにその高校では伝統的に行われていた処分の方法だった。それでは裁判に勝てないと考えて、出勤簿に押印していない、学校指導を聞かないなど理由を変えてきた。本当の理由は、学校をよくしたいと組合に入ったことを学校が嫌ったものだ。岸野先生だけの問題ではない。たたかいをひろげたい。地労委任命の時期で女性２人が立候補してたたかう。
東京労連：東京自治労連では、母性保護ＤＶＤを35歳以下の人に配った。入って7年目の人が初めて権利を知ったと組合に入った。はたらく女性の東京集会を今年初めて行った。6月から4回実行委員会を重ねてきた。集会では、自営業の妻のただ働きの実態、自由法曹団から給費生がなくなり弁護士になる前に300万円の借金を抱える人もいること、東京自治労連からは国家公務員の賃金・退職金の引き下げに連動した賃下げを決め、下位層ほど削減額が大きく将来設計が狂ってしまったこと、新婦人から都知事選で東京を変えようとの訴えがあった。
郵政産業ユニオン：7月旧郵政ユニオンと郵産労が組織統一をした。今、職場では長時間、過密労働、営業の締め付け、管理職のパワハラが横行している。こうした中、立場の弱い女性期間社員に雇いどめの攻撃が掛けられ、神戸支店西支部、苫小牧支店の雇い止め裁判・65歳解雇裁判がたたかわれている。郵政の現場では20万人を超える非正規労働者が働いている。均等法改正後、深夜勤や外勤に従事する女性が増え、新たな健康問題も起きている。そんな中、職場の中に差別と分断を持ち込む給与制度が導入されようとしている。
大阪労連：　9月23日定期大会を行った。10月女性行進を行った。今年の行進は、若い女性も参加してプラカードやパフォーマンスも工夫されて楽しかった。大阪労連としてビクトリーマップを毎年作っている。パナソニックは3兆3千億円、関電は2兆6千億円もの内部留保を持っている。原発1基しか稼働していないという理由で電気料金を600円値上げしようとしている。橋下維新がやりたい放題やってきた影響は大きく、教育現場でも50人も民間から校長になり競争主義を持ち込んでいる。橋下氏は「公務員の政治活動は規制しているくせに自分は公務をなげうって選挙活動をしている」と批判されている。
特殊法人労連：均等法の見直し議論が厚労省で始まった。全基労の昇格差別は間接差別にあたると全労連女性部・特殊法人・全基労と連名で均等分科会の労働者委員・公益委員に要請文書を送った。全基労は、昇格差別を裁判でたたかい3等級係長クラスへの昇格をかちとってきたが、2等級に上がるためには原則転勤を課しているために昇格ができない。現行均等法の間接差別「転勤経験要件で昇格差別を行ってはならない」と著しく酷似しているにもかかわらず、厚労省は違うという。単身赴任を強いられる男性も含めて、はたらく者のくらしを守るためにも実効ある改正が求められる。
宮城県労連：19兆円の復興予算が、他にも流用されたことは許せない。亘理町役場はいまだに建物が建てられていない状況だ。給食センターも壊れたままで、子どもたちは他市から運ばれてくる冷たい給食を食べている。民間の病院は補助もなく廃院に追い込まれ、公的病院も被災した病院の職員は、他病院に配置され、どこの所属かもわからなくなっている。心のケアは長期にわたるので、教員を増やしてほしいと要求しても、お金がないから駄目だといわれる。お金の使い道が間違っている。
福島県労連：12日メールにて全文配信しています。ご参照ください。

通信労組：今年、東西ＮＴＴ会社は、50歳退職再雇用制度を見直し、代わりに50歳以下の賃金を下げて65歳まで雇用するという新たな賃金体系を提案してきた。私たちはこの提案に反対している。ＮＴＴでは非正規労働者が30％近くいる。改正労働契約法の実施を前に雇い止めをしたいと考えていて、5年間働いた非正規社員から相談が相次いでいる。ＮＴＴは内部留保9兆3千億円も持っている。賃上げ、非正規の正規化、賃下げ制度反対を掲げて春闘ではストライキも構えてたたかう決意。
沖縄県労連：オスプレイは我が物顔で沖縄の空を飛びまわっている。10時以降の飛行も11月には9回に増えた。普天間第2小学校では特有の低周波音が基準値を超え心身に及ぼす影響が心配だ。県では各市町村レベルでの集会が広がっている。毎週水曜日は女性の宣伝デ―、県労連もはがき要請にとりくんでいる。こうした中、米兵による犯罪が相次いでいる。11月6日には超党派で女性の集会を開催。基地の全面撤去、安保条約廃棄の声が多数上がった。12月7日に藤村官房長官が北朝鮮のミサイル発射について「とっとと打ち上げて」と発言し、怒りが広がっている。
年金者組合：解散のどさくさにまぎれて、審議らしい審議もせずに年金引き下げ法案が成立した。3年間に引き下げにとどまらずに、マクロ経済スライドで、毎年1％づつ下げることも議論している。年金者組合の女性の年金者の実態調査は1万8千人から回答を得た。生活実態は深刻。節約できるものはすべて節約してギリギリの生活、夫がいなくなれば生活できない。医療・介護保険料も高すぎる。4万5千円の年金から4900円の後期高齢者医療保険、5300円介護保険料が引かれる。今の年金は、夫がいること、支える家族がいることが前提となっている。
神奈川労連：09年日産での派遣雇い止めの裁判を闘っている。日産は2010年それまでの派遣契約を打ち切り、時給制の直雇用契約に切り替えた。労働者をＡＢＣに評価し、ＡＢでなければ更新しない仕組みとなった。また、2年11カ月の契約で、更新はしないと言っている。契約法が改正され、契約の上限は4年11カ月となった。雇用継続の期待権は生まれないとしている。契約社員の中には、仕事があるだけでいいとあきらめている人が多く、組織拡大もむずかしい。裁判闘争の勝利のために引き続き、支援をお願いしたい。
子どもができることを喜び合える社会に

　第44回はたらく女性の愛知県集会に84人が参加
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11月18日（日）、第44回はたらく女性の愛知県集会を労働会館で開催し、84人が参加しました。この集会は愛労連女性協の他、新婦人、愛商連、共産党などの女性部と実行委員会をつくり、運営しています。今年の集会では、オープニングでヴァイオリン演奏をおこなったのち、愛知の情勢を含めた基調提起を報告。参加者からは、争議をたたかう仲間、新婦人（慰安婦問題）、全厚生（社保庁闘争）、建交労女性部（脱原発のとりくみ）などが活動報告しました。記念講演はフリージャーナリストの小林美希さん。自身も就職氷河期世代であり、雑誌「エコノミスト」などで同世代の青年の厳しい労働実態について取材を通じて明らかにしています。小林さんは「女性の働き方は異常であり、看護職・介護職などの技術職現場で切迫流産経験者が２倍以上。生理休暇も死語となりつつある中、『女性の権利』を求めることは『男性の権利』を主張することでもあり、さらに『子どもや親の権利』でもある」と話し、「労働組合がとりくむアンケートは参考になり、重要なもの」と、さらなる奮闘を求めて激励しました。参加者からは「法律があってもおかしいことはおかしいと声を上げることが必要」「子どもができること（妊娠）を喜び合える社会を実現したい」などの声がありました。来年は全国の仲間が愛知に集う「中央集会」が開催されます。みなさんの参加をお待ちしています。
●情報●

・厚生労働省委託調査「職場のパワーハラスメントに関する実態調査」の報告書がまとまりました。～全国の企業・従業員を調査し、パワーハラスメントが発生する要因や予防・解決に向けた課題を検討～
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=182365






















